
 

1 

租税特別措置等に係る政策の事後評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

特定土地区画整理事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得 

の特別控除 

  
2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（国税）（法人税：義、法人住民税：義、法人事業税：義、所得税：外） 

 

② 上記以外の

税目 

 

 

3 内容 《制度の概要》 

○ 概要 

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律 

第１０１号。以下「環境整備法」という。）第５条第１項において、国 

は、航空機の離陸、着陸等の頻繁な実施により生ずる音響に起因す 

る障害が特に著しいと認めて防衛大臣が指定する第二種区域（以下 

「航空機騒音障害区域」という。）に当該指定の際現に所在する建物 

等の所有者及び当該建物等に関する所有権以外の権利を有する者 

が、当該建物等を移転し、又は除却するときは、当該移転又は除却 

により通常生ずべき損失を補償することができる旨を規定しており、 

また、同条第２項において、国は、航空機騒音障害区域に所在する 

土地の所有者が当該土地の買入れを申し出るときは、当該土地を 

買い入れることができる旨を規定している。このうち、航空機騒音障 

害区域に所在する土地が同条第２項の規定により国に買い取られる 

場合においては、かかる土地の所有者の譲渡所得について課税の 

特例が認められている。 

○ 控除の内容 

航空機騒音障害区域に所在する土地が環境整備法第５条第２項 

の規定により国に買い取られる場合において、その年中の譲渡所得 

の金額から２，０００万円（土地の譲渡に係る金額が２，０００万円に 

満たない場合はその額)を控除することができる特例措置。 

 

《関係条項》 

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３４条、第６５条の３ 

 

4 担当部局 防衛省地方協力局地域社会協力総括課 

  
5 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和８年８月 

分析対象期間：令和３年度～令和７年度 

6 創設年度及び改正経緯 昭和４９年度創設 

 

7 適用期間 恒久措置 

 

8 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

航空機騒音障害区域からの移転を希望する所有者に対して建物等 

の移転補償や土地の買入れ（以下「移転補償等」という。）を行うこと 



 

 

により、関係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与することを目的 

としている。 

 

《政策目的の根拠》 

１ 環境整備法第１条及び第５条 

２ 国家防衛戦略について（令和４年１２月１６日国家安全保障会議決

定・閣議決定）Ⅲ第１項（２） 

３ 防衛力整備計画について 

（令和４年１２月１６日国家安全保障会議決定・閣議決定）Ⅵ第３項 

（別紙第１参照） 

 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

防衛省における政策評価に関する基本計画について（防官企 

(防)第１６８号。令和５年３月２９日）に規定する防衛省の政策評価にお

ける政策体系において、次のとおり位置付けられている。 

（別紙第２参照） 

 

基本目標：①力による一方的な現状変更を許容しない安全保障環境を

創出②力による一方的な現状変更やその試みを、同盟

国・同志国等と協力・連携して抑止・対処し、早期に事態を

収拾③万が一、我が国への侵攻が生起する場合、我が国

が主たる責任をもって対処し、同盟国等の支援を受けつ

つ、これを阻止・排除 

政策分野：我が国自身の防衛体制の強化（我が国の防衛力の抜本的

強化、国全体の防衛体制の強化） 

防衛力を支える要素 

施策：地域コミュニティーとの連携 

  
③ 租税特別措

置等により

達成しようと

する目標 

航空機騒音障害区域における移転の補償等を促進する。令和８年度

から令和１２年度までの５年間に、航空機騒音障害区域において令和

７年度末時点で移転補償等の希望がある建物１６５戸、土地５６．８ha

の移転補償等を実施する。 

  
④ 政策目的に

対する租税

特別措置等

の達成目標

実現による

寄与 

本特例措置により、移転に伴う経済負担を軽減し航空機騒音障害区

域外への移転を容易にすることで、航空機の音響に起因する障害が

特に著しい区域の関係住民だけが受けている不利益を公平の観点か

ら是正し、関係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与することとな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 有効性

等 

① 適用数 〇適用件数 

 



 

 

  

年度 

区分 
令和

３ 

 

４ 

 

５ 

 

６ 

 

７ 

法人税 
件数(件) １ １ ０ ０ ０ 

土地(ha) ０．１ １．０ ０．０ ０．０ ０．０ 

所得税 
件数(件) ４１ ５９ ５９ ５２ ７０ 

土地(ha) ４．９ ６．４ ７．６ ５．２ ９．７ 

【算定根拠】 

１ 各年度の計数については、地方協力局地域社会協力総括課で整理 

２ 別紙第３－１～５参照 

 

② 適用額 〇適用額 

（単位：百万円） 

年度 

区分 

令和 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

６ 

 

７ 

法人税 ０．３ ９ ０ ０ ０ 

所得税 ４４７ ６４３ ５５６ ６１０ ５３２ 
 

【算定根拠】 

１ 各年度の計数については、地方協力局地域社会協力総括課で整理 

２ 別紙第３－１～５参照 

 

③ 減収額 〇減収額                         

 （単位：百万円） 

年度 

区分 

令和 

３ ４ ５ ６ ７ 

法人税 ０．１ ２ ０ ０ ０ 

法人住民税 ０．０１ ０．１ ０ ０ ０ 

法人事業税 ０．０３ ０．９ ０ ０ ０ 

所得税 ６７ ９６ ８３ ９２ ８０ 

  
【算定根拠】 

１ 各年度の計数については、地方協力局地域社会協力総括課で整理 

２ 別紙第３－１～５参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

④ 効果 《政策目的（8①）の達成状況及び租税特別措置等により達成しようと

する目標（8③）の実現状況》 

（移転補償等の実績） 

年度 

区分 

令和 
３ 

 
４ 

 
５ 

 
６ 

 
７ 

建物（戸） ６６ ７５ ８５ ５９ ５２ 

土地（ha） ２１.２ １４.３ １３.８ １３.９ ２６．８ 

 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 
１ 各年度の計数については、地方協力局地域社会協力総括課で整理 

２ 別紙第４－１～５参照 

 

前回政策評価を実施した時点（令和２年度末時点）で航空機騒音障

害区域において移転補償等の希望があった対象のうち建物２９３戸、

土地７９．６ha が未実施だったところ、令和３年度から令和７年度まで

の５年間で建物３３７戸、土地９０．０ha の移転補償等を実施した。 

戸数等調査を実施した平成２８年度時点における航空機騒音障害

区域の対象に対する土地の買入れの進捗率は、前回政策評価を実施

した時点（令和２年度末時点）で３６．７％だったのに対し、令和７年度

末時点では、３８．４％と、進捗が図られている。 

本特例措置により、移転に伴う経済負担を軽減し航空機騒音障害

区域外への移転を容易にすることで、航空機の音響に起因する障害

が特に著しい区域の関係住民だけが受けている不利益を公平の観点

から是正し、関係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与するた

め、令和８年度から令和１２年度までの５年間に令和７年度末までに希

望のあった建物１６５戸、土地５６．８ha の移転補償等を実施すること

を目標としており、引き続き本特例措置の継続が必要である。 

  
《租税特別措置等により達成しようとする目標（8③）に対する租税特別

措置等の直接的効果》 

    （適用数） 

年度 

区分 

令和 
３ 

 
４ 

 
５ 

 
６ 

 
７ 

土地（ha） ５．０ ７．４ ７．６ ５．２ ９．７ 

 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

１ 各年度の計数については、地方協力局地域社会協力総括課で整理 
２別紙第３－１～５参照 
 

土地の買入れを実施した資産のうち、本特例措置の適用数につい

ては以下のとおり。 

・令和３年度 

土地２１．２ha のうち、土地５．０ha 

・令和４年度 

土地１４．３ha のうち、土地７．４ha 

・令和５年度 

土地１３．８ha のうち、土地７．６ha 

・令和６年度 



 

 

土地１３．９ha のうち、土地５．２ha 

・令和７年度 

土地２６．８ha のうち、土地９．７ha 

令和３年度から７年度までの間に航空機騒音障害区域において買

入れを実施した土地９０．０ha のうち約３９％にあたる３４．９ha が本特

例措置を適用していた。更に、本特例措置適用対象外の土地を除いた

場合、土地３５．１ha のうち約９９％が本特例措置を適用しており、政

策効果が発現したと言える。 

その上、７年度の移転補償等対象者に対しアンケート調査を実施し

たところ、回答者４０者のうち３８者（９５％）から「租税特別措置による

特例措置は必要」と回答があったことから、適用数のうち、９５％が本

特例措置の直接的効果と見込まれる。 

 

《適用数（9①）が僅少等である場合の原因・有効性の説明》 

- 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

航空機の音響に起因する障害が特に著しい地域の関係住民だけが

受けている不利益を公平性の観点から是正する措置であり、移転に伴

う経済的負担を軽減することにより航空機騒音障害区域外への移転を

容易にし、移転が促進されることにより、関係住民の生活の安定及び

福祉の向上に寄与することとなり、ひいては、我が国の平和と安全及

び国民の安心・安全の確保に寄与することができることから、本特例措 

置による税収減を是認する効果が得られていると認められる。 

 

10 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本特例措置は、航空機騒音障害区域からの移転の促進を図る観点

から土地の所有者の税負担を軽減するためのものであり、譲渡所得を

課税する一方で、国の補助金等によりこれを補填することは困難であ

ることから、譲渡所得の課税の特例措置を採ることが妥当である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

なし 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

なし 

11 有識者の見解 特に意見なし 

 

 

12 評価結果の反映の方向性 引き続き、本租税特別措置を継続する。 

 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

令和３年８月 

 

 

  



 

 

別紙第１ 

 

１ 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）（抄） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、自衛隊等の行為又は防衛施設の設置若しくは運用により生ずる障害の防止等

のため防衛施設周辺地域の生活環境等の整備について必要な措置を講ずるとともに、自衛隊の特

定の行為により生ずる損失を補償することにより、関係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与

することを目的とする。 

 

（移転の補償等） 

第五条 国は、政令で定めるところにより第一種区域のうち航空機の離陸、着陸等のひん繁な実施に

より生ずる音響に起因する障害が特に著しいと認めて防衛大臣が指定する区域（以下「第二種区

域」という。）に当該指定の際現に所在する建物、立木竹その他土地に定着する物件（以下「建物

等」という。）の所有者が当該建物等を第二種区域以外の区域に移転し、又は除却するときは、当

該建物等の所有者及び当該建物等に関する所有権以外の権利を有する者に対し、政令で定める

ところにより、予算の範囲内において、当該移転又は除却により通常生ずべき損失を補償すること

ができる。 

２ 国は政令で定めるところにより、第二種区域に所在する土地の所有者が当該土地の買入れを申し

出るときは、予算の範囲内において、当該土地を買い入れることができる。 

３ （略） 

 

 

２ 国家防衛戦略について（令和４年１２月１６日国家安全保障会議決定及び閣議決定）（抄） 

 

Ⅲ 我が国の防衛の基本方針 

我が国の防衛の根幹である防衛力は、我が国の安全保障を確保するための最終的な担保であ

り、我が国に脅威が及ぶことを抑止するとともに、脅威が及ぶ場合には、これを阻止・排除し、我が

国を守り抜くという意思と能力を表すものである。  

この防衛力については、我が国は戦後一貫して節度ある効率的な整備を行うものとしてきた。

（中略）、今後の防衛力については、相手の能力と戦い方に着目して、我が国を防衛する能力をこ

れまで以上に抜本的に強化するとともに、新たな戦い方への対応を推進し、いついかなるときも力

による一方的な現状変更やその試みは決して許さないとの意思を明確にしていく必要がある。こう

した努力は、我が国一国でなし得るものではなく、同盟国・同志国等と緊密に協力・連携して実施し

ていく必要がある。このため、本戦略において、我が国の防衛目標を明確にした上で、防衛目標を

達成するためのアプローチと具体的な手段を示し、あらゆる努力を統合して実施していく必要があ

る。 

１ 我が国自身の防衛体制の強化 

⑵ 国全体の防衛体制の強化 

ク 自衛隊及び在日米軍が、平素からシームレスかつ効果的に活動できるよう、自衛隊施設

及び米軍施設周辺の地方公共団体や地元住民の理解及び協力をこれまで以上に獲得して

いく。日頃から防衛省・自衛隊の政策や活動、さらには、在日米軍の役割に関する積極的な

広報を行い、地元に対する説明責任を果たしながら、地元の要望や情勢に応じた調整を実

施する。同時に、騒音等への対策を含む防衛施設周辺対策事業についても、我が国の防衛



 

 

への協力促進という観点も踏まえ、引き続き推進する。 

また、地方によっては、自衛隊の部隊による急患輸送や存在そのものが地域コミュニティ

ーの維持・活性化に大きく貢献していることを踏まえ、部隊の改編や駐屯地・基地等の配備・

運営に当たっては、地方公共団体や地元住民の理解を得られるよう、地域の特性や地元経

済への寄与に配慮する。  

 

 

３ 防衛力整備計画について（令和４年１２月１６日国家安全保障会議決定及び閣議決定）（抄） 

 

Ⅵ  防衛力を支える要素 

３ 地域コミュニティーとの連携  

自衛隊及び在日米軍が、平素からシームレスかつ効果的に活動できるよう、自衛隊施設及び

米軍施設周辺の地方公共団体や地元住民の理解及び協力をこれまで以上に獲得していく。日

頃から防衛省・自衛隊の政策や活動、在日米軍の役割に関する積極的な広報を行い、地元に対

する説明責任を果たしながら、地元の要望や情勢に応じた調整を実施する。同時に、騒音等へ

の対策を含む防衛施設周辺対策事業についても、我が国の防衛への協力促進という観点も踏ま

え、引き続き推進する。また、各種事態において自衛隊が迅速かつ確実に活動を行うため、地方

公共団体、警察・消防等の関係機関との連携を一層強化する。  

 地方によっては、自衛隊の部隊の存在が地域コミュニティーの維持・活性化に大きく貢献し、あるい

は、自衛隊による急患輸送が地域医療を支えている場合等が存在することを踏まえ、部隊の改編や

駐屯地・基地等の配置・運営に当たっては、地方公共団体や地元住民の理解を得られるよう、地域の

特性に配慮する。また、中小企業者に関する国等の契約の方針を踏まえ、効率性にも配慮しつつ、地

元中小企業の受注機会の確保を図る等、地元経済に寄与する各種施策を推進する。 

  



 

 

別紙第２ 

 

 



 

 

別紙第３－１ 

 

適用件数、適用額及び減収額の算定根拠（令和３年度） 

 

 

区分 数値 出典・計算式等 備考 

① 適用件数 ４２件 

５．０ha 

  

② 法人税 １件 

０．１ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

③ 所得税  ４１件 

４．９ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

④ 適用額  ４４８百万円   

⑤ 法人税  ０．３百万円 土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑥ 所得税   ４４７百万円 土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑦ 減収額  ６７百万円 ⑧＋⑨＋⑩＋⑬  

 ⑧ 法人税 ０．１百万円 ０．３百万円×２３.２％ ⑤×税率 

⑨ 法人住民税 ０．０１百万円 ０．１百万円×７％ ⑧×税率 

⑩ 法人事業税 ０．０３百万円 ⑪＋⑫  

 ⑪ 事業税 ０．０２百万円 ０．３百万円×７％ ⑤×税率 

 ⑫ 特別法人事業税 ０．０１百万円 ０．０２百万円×３７％ ⑪×税率 

⑬ 所得税   ６７百万円 ４４７百万円×１５％ ⑥×税率 

１ 計数は単位未満四捨五入で整理しているため符合しない場合もある。 

２ データについては、地方協力局地域社会協力総括課で作成した。 

３ 適用額の計算方法 

適用額【法人税】＝（土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（３２６千円×９５％）－０千円=３１０千円=０．３百万円 

適用額【所得税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（５７５,４２２千円×９５％）－９９,３０１千円=４４７,３５０千円=４４７百万円 

※１ 土地買入れ実績額－取得費＝土地買入れ実績額－（土地買入れ実績額×５％）＝土地買入れ実績額×95％ 

※２ 控除対象外の額＝土地買入れ実績額×９５％ －２０，０００千円 （２０，０００千円を超過する場合） 

４ 減収額の計算方法 

【法人税】＝適用額【法人税】×税率(２３.２％) 

【法人住民税】＝減収額【法人税】×税率(７％(都道府県税+市町村民税)) 

【法人事業税】 

［うち事業税］＝適用額【法人税】×税率(７％) 

［うち特別法人事業税］＝減収額【事業税】×税率(３７％) 

【所得税】＝適用額【所得税】×税率（１５％） 

  



 

 

別紙第３－２ 

 

適用件数、適用額及び減収額の算定根拠（令和４年度） 

 

 

区分 数値 出典・計算式等 備考 

① 適用件数 ６０件 

７．４ha 

  

② 法人税 １件 

１．０ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

③ 所得税  ５９件 

６．４ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

④ 適用額  ６５２百万円   

⑤ 法人税  ９百万円 土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑥ 所得税  ６４３百万円 土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑦ 減収額 ９９百万円 ⑧＋⑨＋⑩＋⑬  

 ⑧ 法人税 ２百万円 ９百万円×２３.２％ ⑤×税率 

⑨ 法人住民税 ０．１百万円 ２百万円×７％ ⑧×税率 

⑩ 法人事業税 ０．９百万円 ⑨＋⑩  

 ⑪ 事業税 ０．６百万円 ９百万円×７％ ⑤×税率 

 ⑫ 特別法人事業税 ０．２百万円 ０．６百万円×３７％ ⑪×税率 

⑬ 所得税    ９６百万円 ６４３百万円×１５％ ⑥×税率 

１ 計数は単位未満四捨五入で整理しているため符合しない場合もある。 

２ データについては、地方協力局地域社会協力総括課で作成した。 

３ 適用額の計算方法 

適用額【法人税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２  

           ＝（９,７６９千円×９５％）－０千円=９，２８１千円=９百万円 

適用額【所得税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（８７１,９４３千円×９５％）－１８５,３５３千円=６４２,９９３千円=６４３百万円 

※１ 土地買入れ実績額－取得費＝土地買入れ実績額－（土地買入れ実績額×５％）＝土地買入れ実績額×95％ 

※２ 控除対象外の額＝土地買入れ実績額×９５％ －２０，０００千円 （２０，０００千円を超過する場合） 

４ 減収額の計算方法 

【法人税】＝適用額【法人税】×税率(２３.２％) 

【法人住民税】＝減収額【法人税】×税率(７％(都道府県税+市町村民税)) 

【法人事業税】 

［うち事業税］＝適用額【法人税】×税率(７％) 

［うち特別法人事業税］＝減収額【事業税】×税率(３７％) 

【所得税】＝適用額【所得税】×税率（１５％） 

 



 

 

別紙第３－３ 

 

適用件数、適用額及び減収額の算定根拠（令和５年度） 

 

 

区分 数値 出典・計算式等 備考 

① 適用件数 ５９件 

７．６ha 

  

② 法人税 ０件 

０．０ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

③ 所得税  ５９件 

７．６ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

④ 適用額 ５５６百万円 
 

 

⑤ 法人税 ０百万円 土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑥ 所得税 ５５６百万円 土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑦ 減収額 ８３百万円 

 

⑧＋⑨＋⑩＋⑬  

 ⑧ 法人税 ０百万円 ０百万円×２３.２％ ⑤×税率 

⑨ 法人住民税 ０百万円 ０百万円×７％ ⑧×税率 

⑩ 法人事業税 ０百万円 ⑨＋⑩  

 ⑪ 事業税 ０百万円 ０百万円×７％ ⑤×税率 

 ⑫ 特別法人事業税 ０百万円 ０百万円×３７％ ⑪×税率 

⑬ 所得税 ８３百万円 ５５６百万円×１５％ ⑥×税率 

１ 計数は単位未満四捨五入で整理しているため符合しない場合もある。 

２ データについては、地方協力局地域社会協力総括課で作成した。 

３ 適用額の計算方法 

適用額【法人税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（０千円×９５％）－０千円=０千円=０百万円 

適用額【所得税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（８９７,３３５千円×９５％）－２９６,７１１千円=５５５,７５７千円=５５６百万円 

※１ 土地買入れ実績額－取得費＝土地買入れ実績額－（土地買入れ実績額×５％）＝土地買入れ実績額×95％ 

※２ 控除対象外の額＝土地買入れ実績額×９５％ －２０，０００千円 （２０，０００千円を超過する場合） 

４ 減収額の計算方法 

【法人税】＝適用額【法人税】×税率(２３.２％) 

【法人住民税】＝減収額【法人税】×税率(７％(都道府県税+市町村民税)) 

【法人事業税】 

［うち事業税］＝適用額【法人税】×税率(７％) 

［うち特別法人事業税］＝減収額【事業税】×税率(３７％) 

【所得税】＝適用額【所得税】×税率（１５％） 

 



 

 

別紙第３－４ 

 

適用件数、適用額及び減収額の算定根拠（令和６年度） 

 

 

区分 数値 出典・計算式等 備考 

① 適用件数      ５２件 

５．２ha 

  

② 法人税      ０件 

０．０ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

③ 所得税  ５２件 

５．２ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

④ 適用額 ６１０百万円 
 

 

⑤ 法人税  ０百万円 

 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑥ 所得税  ６１０百万円 土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑦ 減収額 ９２百万円 ⑧＋⑨＋⑩＋⑬  

 ⑧ 法人税  ０百万円 ０百万円×２３.２％ ⑤×税率 

⑨ 法人住民税 ０百万円 ０百万円×７％ ⑧×税率 

⑩ 法人事業税  ０百万円 ⑨＋⑩  

 ⑪ 事業税  ０百万円 ０百万円×７％ ⑤×税率 

 ⑫ 特別法人事業税   ０百万円 ０百万円×３７％ ⑪×税率 

⑬ 所得税 ９２百万円 ６１０百万円×１５％ ⑥×税率 

１ 計数は単位未満四捨五入で整理しているため符合しない場合もある。 

２ データについては、地方協力局地域社会協力総括課で作成した。 

３ 適用額の計算方法 

適用額【法人税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（０千円×９５％）－０千円=０千円=０百万円 

適用額【所得税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（７５８,５６７千円×９５％）－１１０,２０８千円=６１０,４３０千円=６１０百万円 

※１ 土地買入れ実績額－取得費＝土地買入れ実績額－（土地買入れ実績額×５％）＝土地買入れ実績額×95％ 

※２ 控除対象外の額＝土地買入れ実績額×９５％ －２０，０００千円 （２０，０００千円を超過する場合） 

４ 減収額の計算方法 

【法人税】＝適用額【法人税】×税率(２３.２％) 

【法人住民税】＝減収額【法人税】×税率(７％(都道府県税+市町村民税)) 

【法人事業税】 

［うち事業税］＝適用額【法人税】×税率(７％) 

［うち特別法人事業税］＝減収額【事業税】×税率(３７％) 

【所得税】＝適用額【所得税】×税率（１５％） 



 

 

別紙第３－５ 

適用件数、適用額及び減収額の算定根拠（令和７年度） 

 

 

区分 数値 出典・計算式等 備考 

① 適用件数     ７０件 

９．７ha 

  

② 法人税     ０件 

０．０ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

③ 所得税     ７０件 

９．７ha 

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

④ 適用額 ５３２百万円 
 

 

⑤ 法人税 ０百万円 

  

土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑥ 所得税 ５３２百万円 土地買入れ実績のうち、本特例措置対象者 

（防衛省地方協力局地域社会協力総括課調べ） 

 

⑦ 減収額 ８０百万円 ⑧＋⑨＋⑩＋⑬  

 ⑧ 法人税 ０百万円 ０百万円×２３.２％ ⑤×税率 

⑨ 法人住民税 ０百万円 ０百万円×７％ ⑧×税率 

⑩ 法人事業税  ０百万円 ⑨＋⑩  

 ⑪ 事業税  ０百万円 ０百万円×７％ ⑤×税率 

 ⑫ 特別法人事業税  ０百万円 ０百万円×３７％ ⑪×税率 

⑬ 所得税  ８０百万円 ５３２百万円×１５％ ⑥×税率 

１ 計数は単位未満四捨五入で整理しているため符合しない場合もある。 

２ データについては、地方協力局地域社会協力総括課で作成した。 

３ 適用額の計算方法 

適用額【法人税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（０千円×９５％）－０千円=０千円=０百万円 

適用額【所得税】＝(土地買入れ実績額－取得費※１) － 控除対象外の額※２ 

           ＝（６５８,０８１千円×９５％）－９３,０６１千円=５３２,１１６千円=５３２百万円 

※１ 土地買入れ実績額－取得費＝土地買入れ実績額－（土地買入れ実績額×５％）＝土地買入れ実績額×95％ 

※２ 控除対象外の額＝土地買入れ実績額×９５％ －２０，０００千円 （２０，０００千円を超過する場合） 

４ 減収額の計算方法 

【法人税】＝適用額【法人税】×税率(２３.２％) 

【法人住民税】＝減収額【法人税】×税率(７％(都道府県税+市町村民税)) 

【法人事業税】 

［うち事業税］＝適用額【法人税】×税率(７％) 

［うち特別法人事業税］＝減収額【事業税】×税率(３７％) 

【所得税】＝適用額【所得税】×税率（１５％） 



 

 

別紙第４－１ 

 

移転補償等の実績（令和３年度） 

 

データについては、地方協力局地域社会協力総括課において当該年度に移転補償等を実施した者を計上。 

  



 

 

別紙第４－２ 

 

移転補償等の実績（令和４年度） 

 

 
データについては、地方協力局地域社会協力総括課において当該年度に移転補償等を実施した者を計上。 
  



 

 

別紙第４－３ 

 

移転補償等の実績（令和５年度） 

 

 

データについては、地方協力局地域社会協力総括課において当該年度に移転補償等を実施した者を計上。 

  



 

 

別紙第４－４ 

 

移転補償等の実績（令和６年度） 

 

 

 

データについては、地方協力局地域社会協力総括課において当該年度に移転補償等を実施した者を計上。 

  



 

 

 

別紙第４－５ 

 

移転補償等の実績（令和７年度） 

 

 

データについては、地方協力局地域社会協力総括課において当該年度に移転補償等を実施した者を計上。 

 


